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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第129期中 第130期中 第131期中 第129期 第130期

会計期間

自　平成17年
　　12月１日
至　平成18年
　　５月31日

自　平成18年
　　12月１日
至　平成19年
　　５月31日

自　平成19年
　　12月１日
至　平成20年
　　５月31日

自　平成17年
　　12月１日
至　平成18年
　　11月30日

自　平成18年
　　12月１日
至　平成19年
　　11月30日

営業収益 (千円) 2,638,9882,736,0402,785,7405,306,9215,649,355

経常利益 (千円) 14,688 71,984 27,928 10,331 121,472

中間（当期）純利益又
は中間（当期）純損失
(△)

(千円) 49,953 △ 7,923 8,589 23,386△ 83,897

持分法を適用した
場合の投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 3,455,0003,455,0003,455,0003,455,0003,455,000

発行済株式総数 (千株) 5,856 5,856 5,856 5,856 5,856

純資産額 (千円) 8,465,5558,223,0758,113,0798,448,3008,141,042

総資産額 (千円) 12,024,24912,073,66911,872,78312,074,68612,389,644

１株当たり純資産額 (円) 1,452.131,411.411,394.041,449.571,398,026

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間（当
期）純損失(△)

(円) 8.57 △ 1.36 1.48 4.01 △ 14.40

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 7.5 5.0

自己資本比率 (％) 70.4 68.1 68.3 70.0 65.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △37,041 77,243 65,029 167,373 402,007

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 67,935△ 473,340△ 144,744△ 20,946△ 499,886

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △150,574 296,664△ 263,108△ 226,734253,532

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 498,903 438,843 351,107 538,276 693,930

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
184
(94)

176
(103)

174
(122)

183
(92)

175
(113)

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　中間連結財務諸表を作成していないため、中間連結財務諸表等に係る主要な経営指標等の推移の記載は行って

おりません。

４　持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載は行っておりません。

５　従業員数は就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成20年５月31日現在)

従業員数(名) 174(122)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(　)内の数字は、外数で臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 労働組合の状況

当社には、ホテルニューグランド労働組合が組織(組合員数129名)されており、サービス・ツーリズム

産業労働組合連合会に所属しております。

なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当上半期におけるわが国の経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰による物価の上昇が、生活必

需品の食料品にまで波及し、またサブプライムローン問題の発生による米国経済の減速が広く世界経済

に拡がり、個人消費の低迷や企業収益の減速懸念が予想され、先行きに対する不透明感が強まりつつある

状況であります。

　ホテル業界にあっては、都心や地元横浜において外資系のホテルの開業が予定されており、ホテル間競

争は将来ますます激しさを増すものと思われます。

　当上半期における営業収益につきましては、宿泊部門は一室単価が上昇しましたが、宿泊稼働率が下降

したため、611,938千円（前年同期比2.7％減　17,195千円減）となりました。宴会部門は婚礼が好調に推

移し、1,200,148千円（前年同期比4.8％増　54,627千円増）となり、レストラン部門も堅調に推移し、

770,882千円（前年同期比2.0％増　14,876千円増）となりました。

　この結果、営業収益は2,785,740千円（前年同期比1.8％増　49,699千円増）となりました。

営業費用につきましては、営業収益の増加による売上原価の増加や、税制改正による減価償却費の負担増

38,563千円もあり、2,751,069千円（前年同期比3.5％増　92,188千円増）となりました。

　この結果、営業利益は34,670千円（前年同期比42,488千円減）、経常利益は27,928千円（前年同期比

44,055千円減）となりました。中間純損益は前年同期は特別損失81,475千円（役員退職慰労金及びメイ

ン厨房改修工事等に伴う固定資産除却損）があった関係で中間純損失となりましたが、当上半期は8,589

千円の中間純利益（前年は7,923千円の中間純損失）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ

342,823千円減少し、351,107千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業収入が23,554千円増加し、人件費の支出が96,393千円減少したものの、原材料又は商品の仕入れに

よる支出が99,317千円増加したことなどにより、前中間会計期間と比べて資金が12,213千円減少し、営業

活動全体として65,029千円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出が335,349千円減少したことなどにより、前中間会計期間と比べて資金

が328,596千円増加し、投資活動全体として144,744千円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の200,000千円の純減少や、社債の発行による収入が297,600千円減少したことなどにより、

前中間会計期間と比べて資金が559,772千円減少し、財務活動全体として263,108千円の支出となりまし

た。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

　

部門

 

前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)前年同期比(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

ホテル宿泊部門 629,13423.0 611,93821.9 97.3

ホテル宴会部門 1,145,52141.9 1,200,14843.1 104.8

ホテルレストラン部門 756,00527.6 770,88227.7 102.0

ホテルその他部門 85,5213.1 83,3393.0 97.5

(計) 2,616,18395.6 2,666,30995.7 101.9

髙島屋ホテルニューグランド
ザ・カフェ

56,4492.1 55,7642.0 98.8

そごう横浜店　バー　シーガー
ディアンⅢ

32,1571.2 32,5231.2 101.1

グランドアネックス　水町 31,2501.1 31,1431.1 99.7

合計 2,736,040100.0 2,785,740100.0 101.8

(注) １　上記の金額には消費税等を含みません

２　ホテルその他部門の主なものは、売店売上、駐車場収入等であります。

　

３ 【対処すべき課題】

今後の経済環境を展望しますと、景気は米国景気の減速など不安材料を抱え、不透明感を強めていくもの

と見込まれます。企業部門は潤沢なキャッシュフローを背景に、設備投資が増加基調を維持すると予想され

るものの、原油高、円高による業績への不安がでています。個人消費はガソリンや食品、日用品など生活に身

近な商品の価格上昇が消費者心理の悪化につながるリスクもあり、先行きに影をおとしそうな状況にある

といえます。また、ホテル業界、とりわけ横浜地区ではここ数年間に外資系を含む複数のシティーホテルの

進出が予定され、ホテル間の競争はますます熾烈を極めるものと予想されます。

　このような環境のなか、当社は創業80周年にあたる昨年度から新中期経営計画をスタートさせました。こ

の計画では「積極的投資と収益力の安定」、「ブランド力の強化」、「活性化した組織作り」の３つを重点

課題としております。これらの課題に積極的に取り組むことにより、お客様に安らぎのある空間と、高品質

なサービス商品を提出し、横浜を代表するホテルとしての地位を確固たるものとすべく努力していきたい

と考えています。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備計画の変更

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。

（2）重要な設備の新設、除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,000,000

計 23,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,856,400 5,856,400
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 5,856,400 5,856,400― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年12月１日～
平成20年５月31日

― 5,856,400 ― 3,455,000 ― 3,363,010
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(5) 【大株主の状況】

(平成20年５月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

原　　　範　行 横浜市中区 431 7.36

榊　原　三　郎 横浜市中区 322 5.49

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３―１―１ 285 4.87

清水建設株式会社 東京都港区芝浦１―２―３ 235 4.01

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２―２―２ 219 3.73

野　村　弘　光 横浜市中区 216 3.69

麒麟麦酒株式会社 東京都中央区新川２―10―１ 165 2.81

上野興産株式会社 横浜市中区山下町46 164 2.80

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前１―５―１ 160 2.73

株式会社髙島屋 東京都中央区日本橋２―４―１ 145 2.47

計 ― 2,343 40.01

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成20年５月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 36,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,715,000 5,715同上

単元未満株式 普通株式 105,400 ― 同上

発行済株式総数 5,856,400― ―

総株主の議決権 ― 5,715 ―

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式566株が含まれております。
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② 【自己株式等】

(平成20年５月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
ホテル、ニューグランド

横浜市中区山下町10 36,000 - 36,000 0.63

計 ― 36,000 - 36,000 0.63

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 699 700 687 677 660 625

最低(円) 680 629 633 665 603 581

(注)　株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年12月1日から平成19年5月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成19年12月1日から平成20年5月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31

日まで)の中間財務諸表についてはみすず監査法人により中間監査を受け、また金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年12月１日から平成20年５月31日まで)の中間財務諸表

については、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。

　当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　　　　　前中間会計期間　　　　みすず監査法人

　　　　　　当中間会計期間　　　　新日本有限責任監査法人

　

３　中間連結財務諸表について

　　当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　

１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成19年11月30日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 438,843 351,107 693,930

　　　売掛金 230,132 281,057 261,238

　　　たな卸資産 62,962 67,205 58,363

　　　繰延税金資産 21,692 19,580 22,499

　　　その他 50,872 35,408 51,888

　　　貸倒引当金 △ 760 △ 310 △ 190

　　　　合計 803,7436.7 754,0496.4 1,087,7318.8

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※１

　　　　建物 6,573,914 6,400,407 6,487,339

　　　　建物附属設備 963,364 891,558 958,044

　　　　器具及び備品 333,491 445,209 459,334

　　　　土地 ※２ 2,979,559 2,979,559 2,979,559

　　　　その他 126,026 115,199 120,551

　　　　計 10,976,35690.9 10,831,93591.2 11,004,82888.8

　(2) 無形固定資産 50,0890.4 62,2280.5 59,7680.5

　(3) 投資その他の資産

　　　　投資有価証券 185,424 170,010 179,883

　　　　その他 55,789 53,160 55,632

　　　　計 241,2142.0 223,1711.9 235,5151.9

　　　　合計 11,267,65993.3 11,117,33493.6 11,300,11391.2

Ⅲ　繰延資産 2,2660.0 1,4000.0 1,8000.0

　　　資産合計 12,073,669100.0 11,872,783100.0 12,389,644100.0
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前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成19年11月30日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　買掛金 351,887 349,357 444,818

　　　短期借入金 650,000 450,000 550,000

　　　一年以内返済長期
　　　借入金

110,000 122,000 177,000

      一年以内償還社債 96,000 96,000 96,000

　　　未払法人税等 12,300 56,400 53,900

　　　未払事業所税 7,946 7,988 15,890

　　　未払費用 270,522 288,130 317,731

　　　預り金 6,133 10,153 7,524

　　　その他 249,565 263,498 412,423

　　　　合計 1,754,35514.5 1,643,52713.8 2,075,28816.8

Ⅱ　固定負債

      社債 204,000 108,000 156,000

　　　長期借入金 55,000 66,000 99,500

　　　退職給付引当金 556,993 628,320 573,025

　　　役員退職慰労
　　　引当金

- 104,259 98,749

　　　繰延税金負債 297,478 242,409 278,816

　　　再評価に係る繰延
　　　税金負債

※２ 668,704 668,704 668,704

　　　その他 314,062 298,483 298,516

　　　　合計 2,096,23817.4 2,116,17617.8 2,173,31217.5

　　　負債合計 3,850,59431.9 3,759,70431.7 4,248,60134.3
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前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,455,00028.6 3,455,00029.1 3,455,00027.9

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 3,363,010 3,363,010 3,363,010

　　　資本剰余金合計 3,363,01027.9 3,363,01028.3 3,363,01027.1

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 66,144 66,144 66,144

　　(2) その他利益剰余金

　　　　　買換資産圧縮積立金 789,829 760,677 775,253

　　　　繰越利益剰余金 127,712 60,369 66,315

　　　利益剰余金合計 983,6868.1 887,1907.5 907,7127.3

　４　自己株式 △ 14,902△0.1 △19,246△0.2 △17,669△0.1

　　　株主資本合計 7,786,79464.5 7,685,95464.7 7,708,05362.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

4,9640.0 △4,191△0.0 1,6730.0

　２　土地再評価差額金 ※２ 431,3163.6 431,3163.6 431,3163.5

　　　評価・換算差額等
　　　合計

436,2813.6 427,1253.6 432,9893.5

　　　純資産合計 8,223,07568.1 8,113,07968.3 8,141,04265.7

　　　負債純資産合計 12,073,669100.0 11,872,783100.0 12,389,644100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　営業収益 2,736,040100.0 2,785,740100.0 5,649,355100.0

Ⅱ　営業費用 2,658,88197.2 2,751,06998.8 5,515,10697.6

　　　営業利益 77,1592.8 34,6701.2 134,2482.4

Ⅲ　営業外収益 ※１ 2,2980.1 2,8290.1 4,1560.1

Ⅳ　営業外費用 ※２ 7,4730.3 9,5710.3 16,9320.3

　　　経常利益 71,9842.6 27,9281.0 121,4722.2

Ⅴ　特別利益 ※３ 1,8430.1 - - 2,3730.0

Ⅵ　特別損失 ※４ 81,4753.0 2,8430.1 181,1953.2

　　　税引前中間純利益
　　　又は税引前中間
　　（当期）純損失（△）

△ 7,647△0.3 25,0840.9 △57,348△1.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,920 45,974 45,413

　　　法人税等調整額 △ 1,644 276 0.0 △29,47916,4940.6 △18,86426,5480.5

　　　中間純利益又は
　　　中間（当期）純損失
　　　（△）

△ 7,923△0.3 8,5890.3 △83,897△1.5
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ー ー ー

　中間純損失 ー ー ー

　買換資産圧縮積立金の取崩 ー ー ー

　自己株式の取得 ー ー ー

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

ー ー ー

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

ー ー ー

平成19年５月31日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産圧縮

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円)66,144804,404164,7711,035,320△ 13,5467,839,784

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ー ー △ 43,711△ 43,711 ー △ 43,711

　中間純損失 ー ー △ 7,923△ 7,923 ー △ 7,923

　買換資産圧縮積立金の取崩 ー △ 14,57514,575 ー ー ー

　自己株式の取得 ー ー ー ー △ 1,355△ 1,355

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

ー ー ー ー ー ー

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

ー △ 14,575△ 37,058△ 51,634△ 1,355△ 52,989

平成19年５月31日残高(千円) 66,144789,829127,712983,686△ 14,9027,786,794

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高(千円)2,798 605,718608,5168,448,300

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ー ー ー △ 43,711

　中間純損失 ー ー ー △ 7,923

　買換資産圧縮積立金の取崩 ー ー ー ー

　自己株式の取得 ー ー ー △ 1,355

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

2,166△ 174,401△ 172,235△ 172,235

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

2,166△ 174,401△ 172,235△ 225,225

平成19年５月31日残高(千円) 4,964 431,316436,2818,223,075
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当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 － － －

　中間純利益 － － －

　買換資産圧縮積立金の取崩 － － －

　自己株式の取得 － － －

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

－ － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ － －

平成20年５月31日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産圧縮

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年11月30日残高(千円)66,144775,25366,315907,712△17,6697,708,053

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 － － △29,111△29,111 － △29,111

　中間純利益 － － 8,589 8,589 － 8,589

　買換資産圧縮積立金の取崩 － △14,57514,575 － － －

　自己株式の取得 － － － － △1,576 △1,576

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

－ － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ △14,575△5,945△20,521△1,576△22,098

平成20年５月31日残高(千円) 66,144760,67760,369887,190△19,2467,685,954

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年11月30日残高(千円)1,673 431,316432,9898,141,042

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 － － － △29,111

　中間純利益 － － － 8,589

　買換資産圧縮積立金の取崩 － － － －

　自己株式の取得 － － － △1,576

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

△5,864 － △5,864 △5,864

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△5,864 － △5,864△27,963

平成20年５月31日残高(千円)△4,191 431,316427,1258,113,079
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前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － － －

　当期純損失 － － －

　買換資産圧縮積立金の取崩 － － －

　自己株式の取得 － － －

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － －

事業年度中の変動額合計
(千円)

－ － －

平成19年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産圧縮

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円)66,144804,404164,7711,035,320△ 13,5467,839,784

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － － △43,711△43,711 － △43,711

　当期純損失 － － △83,897△83,897 － △83,897

　買換資産圧縮積立金の取崩 － △29,151 29,151 － － －

　自己株式の取得 － － － － △4,122 △4,122

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計
(千円)

－ △29,151△98,456△127,608△4,122△131,731

平成19年11月30日残高(千円)66,144775,25366,315907,712△17,6697,708,053

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高(千円)2,798 605,718608,5168,448,300

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － － － △43,711

　当期純損失 － － － △83,897

　買換資産圧縮積立金の取崩 － － － －

　自己株式の取得 － － － △4,122

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,125△174,401△175,526△175,526

事業年度中の変動額合計
(千円)

△1,125△174,401△175,526△307,258

平成19年11月30日残高(千円)1,673 431,316432,9898,141,042
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年12月１日

至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日

至　平成20年５月31日)

前事業年度の

要約キャッシュ・

フロー計算書

(自　平成18年12月１日

至　平成19年11月30日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による

　　キャッシュ・フロー

　１　営業収入 2,789,092 2,812,647 5,731,824

　２　原材料又は商品の

　　　仕入れによる支出
△ 934,173 △ 1,033,491 △ 1,848,004

　３　人件費の支出 △ 936,296 △ 839,902 △ 1,766,471

　４　その他の営業支出 △ 805,541 △ 824,585 △ 1,671,282

　　　　小計 113,081 114,668 446,066

　５　利息及び配当金の受取額 946 1,187 2,200

　６　利息の支払額 △ 7,746 △ 7,580 △ 15,321

　７　法人税等の支払額 △ 29,038 △ 43,245 △ 30,938

　　　営業活動による

　　　キャッシュ・フロー
77,243 65,029 402,007

Ⅱ　投資活動による

　　キャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △ 474,498 △ 139,148 △ 490,871

　２　有形固定資産の売却による収入 - - 642

　３　無形固定資産の取得による支出 - △ 5,596 △ 10,815

　４　投資有価証券の売却等による収入 1,832 - 1,832

　５　投資有価証券の取得による支出 △ 675 - △675

　　　投資活動による

　　　キャッシュ・フロー
△ 473,340 △ 144,744 △ 499,886

Ⅲ　財務活動による

　　キャッシュ・フロー

　１　短期借入れによる収入 500,000 200,000 700,000

　２　短期借入金の返済

　　　による支出
△ 400,000 △ 300,000 △ 700,000

　３　長期借入れによる収入 - - 200,000

　４　長期借入金の返済

　　　による支出
△ 62,500 △ 88,500 △ 151,000

　５　社債の発行による収入 297,600 - 297,600

　６　社債の償還による支出 - △ 48,000 △ 48,000

　７　配当金の支払額 △ 39,949 △ 29,111 △ 43,711

　８　その他 1,513 2,503 △ 1,356

　　　財務活動による

　　　キャッシュ・フロー
296,664 △ 263,108 253,532

Ⅳ　現金及び現金同等物の

　　増減額（減少：△）
△ 99,433 △ 342,823 155,653

Ⅴ　現金及び現金同等物の

　　期首残高
538,276 693,930 538,276

Ⅵ　現金及び現金同等物の

　　中間期末(期末)残高
438,843 351,107 693,930
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) たな卸資産
移動平均法による原価
法

(1) たな卸資産
同左

(1) たな卸資産
同左

(2) 有価証券
①満期保有目的の債券
償却原価法(定額法)

(2) 有価証券
①満期保有目的の債券

同左

(2) 有価証券
①満期保有目的の債券

同左

②その他有価証券
時価のあるもの
中間会計期間末日の
市場価格等に基づく
時価法(評価差額は、
全部純資産直入法に
より処理し、売却原
価は、移動平均法に
より算定)

時価のないもの
移動平均法による原
価法

②その他有価証券
時価のあるもの
　同左
　
　
　
　
　
　

時価のないもの
同左

②その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等
に基づく時価法(評
価差額は、全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は、移動
平均法により算定)

時価のないもの
同左

（3）デリバティブ
 
時価法
 

（3）デリバティブ
 

同左
 

（3）デリバティブ
 

同左
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　 前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

２　固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
平成19年3月31日以前
に取得したもの
　　　　　旧定額法
平成19年4月１日以降
に取得したもの
　　　　　　定額法
耐用年数及び残存価額
については、法人税法
に規定する方法と同一
の基準によっておりま
す。
なお、建物については、
平成10年度の法人税法
の改正により耐用年数
の短縮が行われており
ますが、改正前の耐用
年数を継続して適用し
ております。

（会計方針の変更）
平成19年度の法人税法の改
正((所得税法等の一部を改
正する法律　平成19年3月30
日　法律第6号)及び(法人税
法施行令の一部を改正する
政令　平成19年3月30日　政
令第83号))に伴い、平成19
年4月1日以降に取得したも
のについては、改正後の法
人税法に基づく方法に変更
しております。これによる
損益への影響は軽微であり
ます。

(1) 有形固定資産
同左　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
-　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（追加情報）
当中間会計期間から、平成
19年3月31日以前に取得し
たものについては、償却可
能限度額まで償却が終了し
た翌年から5年間で均等償
却する方法によっておりま
す。
この結果、従来の方法に
よった場合に比べて、営業
利益、経常利益及び税引前
中間純利益が38,563千円少
なく計上されております。

(1) 有形固定資産
同左
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（会計方針の変更）
平成19年度の法人税法の改
正((所得税法等の一部を改
正する法律　平成19年3月30
日　法律第6号)及び(法人税
法施行令の一部を改正する
政令　平成19年3月30日　政
令第83号))に伴い、平成19
年4月1日以降に取得したも
のについては、改正後の法
人税法に基づく方法に変更
しております。これによる
損益への影響は軽微であり
ます。

(2) 無形固定資産
定額法

耐用年数については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。
ただし、自社利用ソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法によっておりま
す。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

(3) 長期前払費用
均等償却

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左

３　繰延資産の処理方
法

(1) 社債発行費
社債の償還までの期間
にわたる定額法

(1) 社債発行費
同左

(1) 社債発行費
同左
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　 前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

中間期末現在に有する債

権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金

期末現在に有する債権の

貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更

時差異(889,469千円)につ

いては、15年による按分額

を費用処理しており、当中

間会計期間においては、そ

の1/2を費用処理しており

ます。

(2) 退職給付引当金

同左

 

 

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異(889,469千円)について

は、15年による按分額を費

用処理しております。
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前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

（3）役員退職慰労引当金

　　　　　　-

（3）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく中間期
末要支給額を計上しておりま
す。
（追加情報）
役員退職慰労金は、従来支出時
の費用として処理しておりま
したが、前事業年度の下期より
内規に基づく期末要支給額を
役員退職慰労引当金として計
上する方法に変更しておりま
す。
この変更は、近年役員退職慰労
引当金の計上が会計慣行とし
て定着してきたことを踏まえ、
当社においても将来の支出時
における一時的負担の増大を
避け、役員退職慰労金を役員の
在任期間にわたり費用配分す
ることが期間損益の適正化及
び財務体質の健全化に資する
と判断したこと、「役員賞与に
関する会計基準」（企業会計
基準第4号）の適用により、役
員に係る報酬等について引当
金計上を含めた費用処理が必
要と考えられること、「租税特
別措置法上の準備金及び特別
法上の引当金又は準備金並び
に役員退職慰労引当金等に関
する監査上の取扱い」（監査
・保証実務委員会報告第42
号）が公表されたこと、に伴う
ものであります。
従って、前中間会計期間は従来
の方法によっており、当中間会
計期間と同一の方法を採用し
た場合と比べ、前中間会計期間
の営業利益及び経常利益は
4,816千円多く,税引前中間純
損失は93,933千円少なく計上
されております。
 

 

（3）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。
（会計方針の変更）
役員退職慰労金は、従来支出時
の費用として処理しておりま
したが、当事業年度より内規に
基づく期末要支給額を役員退
職慰労引当金として計上する
方法に変更しております。
この変更は、近年役員退職慰労
引当金の計上が会計慣行とし
て定着してきたことを踏まえ、
当社においても将来の支出時
における一時的負担の増大を
避け、役員退職慰労金を役員の
在任期間にわたり費用配分す
ることが期間損益の適正化及
び財務体質の健全化に資する
と判断したこと、「役員賞与に
関する会計基準」（企業会計
基準第4号）の適用により、役
員に係る報酬等について引当
金計上を含めた費用処理が必
要と考えられること、「租税特
別措置法上の準備金及び特別
法上の引当金又は準備金並び
に役員退職慰労引当金等に関
する監査上の取扱い」（監査
・保証実務委員会報告第42
号）が公表されたこと、に伴う
ものであります。
この変更に伴い、従来の会計処
理方法に比べ、営業利益及び経
常利益は9,633千円少なく、過
年度分については特別損失に
計上しているため、税引前当期
純損失は98,749千円多く計上
されております。
なお、当該会計処理の変更を当
下半期に行ったのは、当上半期
（平成19年4月13日）に「租税
特別措置法上の準備金及び特
別法上の引当金又は準備金並
びに役員退職慰労引当金等に
関する監査上の取扱い」（監
査・保証実務委員会報告第42
号）が公表されたことを契機
に、役員退職慰労金支給規程を
平成19年10月26日の取締役会
において再検討した結果、より
早く財務体質の健全化を図る
ために上記委員会報告第42号
を早期適用することとしたか
らであります。このため、当中
間会計期間は従来の方法に
よっており、当中間会計期間は
変更後の方法によった場合に
比べ、営業利益及び経常利益は
4,816千円多く、税引前中間純
損失は93,933千円少なく計上
されております。
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前中間会計期間

(自　平成18年12月１日

至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日

至　平成20年５月31日)

前事業年度

(自　平成18年12月１日

至　平成19年11月30日)

５　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

短期的な投資からなってお

ります。

同左 同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

税抜方式

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示しております。

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

同左

消費税及び地方消費税の会

計処理方法

税抜方式
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年５月31日)

当中間会計期間末
(平成20年５月31日)

前事業年度末
(平成19年11月30日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

7,325,908千円

※１　有形固定資産減価償却累計額

7,655,360千円

※１　有形固定資産減価償却累計額

7,460,579千円

※２　「土地の再評価に関する法

律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成11年3月

31日公布法律第24号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上し、再評価額に

係る税効果相当額については

負債の部に計上しておりま

す。

再評価を行った年月日

　　　　平成12年11月30日

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施

行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第5号に

定める「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっておりま

す。

（追加情報）

事業用土地の評価差額について、平

成17年11月期に回収可能性のないも

のと判断した評価差額に係る繰延税

金資産は取崩しました。

「投資事業組合への出資及び土地再

評価差額金に係る繰延税金に関する

留意事項について」（日本公認会計

士協会　リサーチセンター審理情報

[NO.23]）により、個別の土地ごとに

検討する取扱いが明確化されたた

め、当中間期から具体的な売却予定

のない事業用土地を個別に検討した

結果、当該土地の再評価に係る繰延

税金資産は回収可能性がないものと

判断し、計上しないことといたしま

した。

この結果、貸借対照表の純資産の部

の「土地再評価差額金」が174,401

千円減少し、固定負債の「再評価に

係る繰延税金負債」が同額増加して

おります。

なお、これによる損益への影響はあ

りません。

※２　「土地の再評価に関する法

律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成11年3月

31日公布法律第24号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上し、再評価額に

係る税効果相当額については

負債の部に計上しておりま

す。

再評価を行った年月日

　　　　平成12年11月30日

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施

行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第5号に

定める「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっておりま

す。

※２　「土地の再評価に関する法

律」（平成10年3月31日公布

法律第34号）及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成11年3月

31日公布法律第24号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上し、再評価額に

係る税効果相当額については

負債の部に計上しておりま

す。

再評価を行った年月日

　　　　平成12年11月30日

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施

行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第5号に

定める「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっておりま

す。

（追加情報）

事業用土地の評価差額については、

平成17年11月期に回収可能性のない

ものと判断した評価差額に係る繰延

税金資産は取崩しましたが、「投資

事業組合への出資及び土地再評価差

額金に係る繰延税金に関する留意事

項について」（日本公認会計士協会

　 リ サ ーチセンター審理情報

[NO.23]）により、個別の土地ごとに

検討する取扱いが明確化されたた

め、当事業年度に具体的な売却予定

のない事業用土地を個別に検討した

結果、当該土地の再評価差額に係る

繰延税金資産は回収可能性がないも

のと判断し、追加して取崩すことと

しました。

この結果、貸借対照表の純資産の部

の「土地再評価差額金」が174,401

千円減少し、固定負債の「再評価に

係る繰延税金負債」が同額増加して

おります。

なお、これによる損益への影響はあ

りません。
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

※１　営業外収益の主要項目

受取配当金 657千円

受取保険金 648千円

※１　営業外収益の主要項目

受取配当金 707千円

受取保険金 1,116千円

※１　営業外収益の主要項目

受取配当金 1,540千円

受取保険金 648千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 6,690千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 7,719千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 13,941千円

※３　特別利益の主要項目

　　投資有価証券清算益   1,843千円

※３　特別利益の主要項目

　　　　 -

※３　特別利益の主要項目

　　投資有価証券清算益   1,843千円

※４　特別損失

固定資産
除却損

27,901千円

役員退職慰労
金 53,574千円

計 81,475千円
 

※４　特別損失

固定資産
除却損

2,843千円

 

※４　特別損失

固定資産
除却損

38,505千円

役員退職慰労
金

過年度役員退
職慰労引当金
繰入額

53,574千円

89,116千円

計 181,195千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産　　　　182,231千円

無形固定資産　　　　　1,350千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産　　　　229,291千円

無形固定資産　　　　　2,040千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産　　　　359,205千円

無形固定資産　　　　　2,605千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　

前中間会計期間（自　平成18年12月1日至　平成19年5月31日）　

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
当中間会計期間増加
株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末株
式数

発行済株式

普通株式 5,856,400株 － － 5,856,400株 

合計 5,856,400株 － － 5,856,400株 

自己株式

普通株式 28,257株 2,011株 － 30,268株

合計 28,257株 2,011株 － 30,268株

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２.新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

３.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年2月26日
定時株主総会 普通株式 43,711千円 　7.5円 平成18年11月30日 平成19年2月27日

　

当中間会計期間（自　平成19年12月1日至　平成20年5月31日）　

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
当中間会計期間増加
株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末株
式数

発行済株式

普通株式 5,856,400株 － － 5,856,400株 

合計 5,856,400株 － － 5,856,400株 

自己株式

普通株式 34,126株 2,440株 － 36,566株

合計 34,126株 2,440株 － 36,566株

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２.新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

３.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年2月28日
定時株主総会 普通株式 29,111千円 　　 5円 平成19年11月30日 平成20年2月29日
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前事業年度（自　平成18年12月1日至　平成19年11月30日）　

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
当事業年度増加株式
数

当事業年度減少株式
数

当事業年度末株式数

発行済株式

普通株式 5,856,400株 － － 5,856,400株 

合計 5,856,400株 － － 5,856,400株 

自己株式

普通株式 28,257株 5,869株 － 34,126株

合計 28,257株 5,869株 － 34,126株

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２.新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

３.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年2月26日
定時株主総会 普通株式 43,711千円 　7.5円 平成18年11月30日 平成19年2月27日

（2）基準日が当事業年度に属する配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年2月28日
定時株主総会 普通株式 29,111千円 　　5円 平成19年11月30日 平成20年2月29日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 438,843千円

現金及び現金同等物 438,843
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 351,107千円

現金及び現金同等物 351,107
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 693,930千円

現金及び現金同等物 693,930

　

(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

28,126千円

減価償却
累計額相当額

17,756

中間期末残高
相当額

10,369

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しておりま

す。

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

22,567千円

減価償却
累計額相当額

17,125

中間期末残高
相当額

5,442

 
 
同左

 

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

27,480千円

減価償却
累計額相当額

20,390

期末残高
相当額

7,089

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 4,661千円

１年超 5,708

合計 10,369

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 2,541千円

１年超 2,901

合計 5,442

 
 

同左
 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2,983千円

１年超 4,106

合計 7,089

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 2,797千円

減価償却費
相当額

2,797

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 1,818千円

減価償却費
相当額

1,818

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 5,431千円

減価償却費
相当額

5,431

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年５月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　

中間貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

国債・地方債等 9,972 9,950 △ 21

合計 9,972 9,950 △ 21

（注）当該有価証券は、ホテル利用券に係る保証金として法務局へ供託しているものであり、中間貸

　　　借対照表の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの
　

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 93,895 102,253 8,357

合計 93,895 102,253 8,357

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 83,170千円

　

当中間会計期間末(平成20年５月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　

中間貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

国債・地方債等 9,997 9,999 2

合計 9,997 9,999 2

（注）当該有価証券は、ホテル利用券に係る保証金として法務局へ供託しているものであり、中間貸

　　　借対照表の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの
　

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 93,895 86,839 △7,056

合計 93,895 86,839 △7,056

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 83,170千円
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前事業年度末(平成19年11月30日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

国債・地方債等 9,984 9,987 2

合計 9,984 9,987 2

（注）当該有価証券は、ホテル利用券に係る保証金として法務局へ供託しているものであり、貸借対

　　　照表の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上しております。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

株式 93,895 96,712 2,816

合計 93,895 96,712 2,816

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 83,170千円
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(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間　(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

（千円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時　　価 評価損益

金利 スワップ取引 90,000 △ 211 △ 211

計 90,000 △ 211 △ 211

 (注) 時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

当中間会計期間　(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

（千円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時　　価 評価損益

金利 スワップ取引 30,000 △ 32 △ 32

計 30,000 △ 32 △ 32

 (注) 時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

前事業年度　　　(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

（千円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時　　価 評価損益

金利 スワップ取引 60,000 △ 66 △ 66

計 60,000 △ 66 △ 66

 (注) 時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

(ストック・オプション等関係)

　　該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

関連会社がないため、該当事項はあ

りません。

同左 同左
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 1,411.41円１株当たり純資産額 1,394.04円１株当たり純資産額 1,398.26円

１株当たり中間純損失 1.36円１株当たり中間純利益 1.48円１株当たり当期純損失 14.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、1株当た

り中間純損失であり、潜在株式がな

いため記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、1株当た

り当期純損失であり、潜在株式がな

いため記載しておりません。

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額

8,223,075千円

普通株式に係る純資産額

8,223,075千円

差額の主な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数

5,856,400株

普通株式の自己株式数

30,268株

1株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

5,826,132株

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額

8,113,079千円

普通株式に係る純資産額

8,113,079千円

差額の主な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数

5,856,400株

普通株式の自己株式数

36,566株

1株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

5,819,834株

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額

8,141,042千円

 

普通株式に係る純資産額

8,141,042千円

差額の主な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の発行済株式数

5,856,400株

普通株式の自己株式数

34,126株

1株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

5,822,274株

２　１株当たり中間純損失

中間損益計算書上の中間純損失

7,923千円

普通株式に係る中間純損失

7,923千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

　　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

5,827,224株

２　１株当たり中間純利益

中間損益計算書上の中間純利益

8,589千円

普通株式に係る中間純利益

8,589千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

　　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

5,821,181株

２　１株当たり当期純損失

損益計算書上の当期純損失

83,897千円

普通株式に係る当期純損失

83,897千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

　　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

5,825,213株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

（1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度　第130期(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)平成20年２月28日関東財務局長に提出

　

（2）有価証券報告書の訂正報告書

　訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成20年2月29日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成１９年７月３０日

株式会社ホテル、ニューグランド

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　佐　藤　昭　雄

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　鈴　木　義　則

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ホテル、ニューグランドの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの第１３０期事業年度の

中間会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ホテル、ニューグランドの平成１９年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間（平成１８年１２月１日から平成１９年５月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年８月22日

株式会社　 ホテル、ニューグランド

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　義　　則　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　安　　田　　弘　　幸　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ホテル、ニューグランドの平成19年12月１日から平成20年11月30日までの第131期事

業年度の中間会計期間（平成19年12月１日から平成20年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ホテル、ニューグランドの平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間（平成19年12月１日から平成20年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
(注) 上記は、当社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

が別途保管しております。
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